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賃金
地域別最低賃金は、一番高い東京と一番低

い地域(7県)と で221円 もの差が開いていま

す。地方は人□流出などにより地域経済が疲弊

しています。地域経済を活性化させるためにも、

地方の最低賃金を大幅に引き上げて、地域間

格差をなくしていくことが必要です。

14年間で2倍 以上に!

広がる最低賃金の地域間格差

地域別最低賃金
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最低賃金引き上げには

中小企業への

手厚い支援が必要1
アメリカやフランスでは、大規模な中小企業支援をお

こなって最低賃金を引き上げています。韓国では、30人

未満の中小企業(約300万 人)に対 し、過去5年 間の平均

引き上げ率74%を 上回る人件費を直接支援。日本でも、

政治が力を発揮 して、中小企業支援策を拡充すれば、安

心して最低賃金を引き上げて、雇用を守る事ができます。

最賃引き上げのための中小企業支援
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※最低生 計費試 算調査より

全国どこでも生計費に大きな差はありません。全労

連 ・国民春闘共闘などがおこなった最低生計費試算調

査の結果、憲法で保障された 「人間らしい最低限度」

のくらしをするのに必要な最低生計費は全国どこでも

月額23万 円前後、時間給 では約1,500円 必要 である

ことがわかりました。日本のどこでも安心してくらせる

よう、全国一律最低賃金制度の実現と、最低賃金の水

準を引き上げていくことが必要です。
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衆議院議長 殿

参議院議長 殿
【請 願 趣 旨 】

〈地 域 間 格 差 をな くす 「全 国 一律 最 賃 制 度 」 の実 現 を〉

全労連 などが実施 している 「最低生計費試算調査」によれば、若者が自立 して人間らしく暮 らす には、全国

どこでも月額22～25万 円(時 給1,500円 程度)が 必要との結果が出ています。

しかし、2020年 度の改定では、700円 台が16県 、800円 台が27県 あり、最高(東 京:1,013円)と 最低(7県:

792円)で221円 もの格差があ ります。憲法25条 が保障する 「健康で文化的な最低限度の生活」を保障するに

は不十分です。

最低賃金の地域間格差 によって、労働者 は仕事 と豊かさを求 めて都市部 に流出していきます。その結果、地

方の高齢化 と過疎化が進み、活力が奪われ、地域経済はますます疲弊 し、逆に都市部では人口の過密化が一層

進みます。こうした実態 を改善するには、地域間格差をなくすように制度を改善することが必要です。

〈中 小企 業 へ の支 援 策 の 実現 を〉

地域経済 を支 える主役である中小企業 ・小規模事業所 など賃上 げを実施することが困難な事業所に対 して、

最低賃金の引き上 げを保障する特別な財政措置が必要です。さらに、単価の不当な切 り下げなど、大企業の下

請いじめを正すとともに、原材料費などの諸経費 と人件費が、価格に適正 に反映される仕組みの整備が必要です。

っきましては、以下の事項について措置 されるよう求めます。

【請 願 項 目】

1.す べての働く人に人間らしい生活を保障するため、最低賃金法を改正し、生計費原則にも

とつく 「全国一律最低賃金制度」を実現すること。

2.最 低賃金の引上げを円滑に実施するため、中小企業 ・小規模事業所への特別補助を行うと

ともに、原材料費と人件費が価格に適正に反映される仕組みを総合的に整備すること。
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